
 

災害時薬事関連業務マニュアル改訂の概要 

 

 

１ 趣旨 

令和４年７月２２日付け厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制

の整備について」により、各都道府県で保健医療福祉活動を総合調整する保健医療福祉調

整本部の設置を求められ、令和５年５月１日付けで宮城県保健医療福祉調整本部設置要綱

に改正された。これを受け、必要な文言修正を行ったもの。 

 

２ 改訂の根拠資料 

 宮城県保健医療福祉調整本部設置要綱 

（令和５年４月２７日付け保福第３１号保健福祉部長通知） 

 大規模災害時医療救護活動マニュアル（令和５年４月） 

 

３ 施行年月日 

  令和５年１２月１８日 

 

４ 改訂部分の例 

（１）全般的事項 

 災害対策本部の下で保健医療福祉活動の総合調整を行う組織を「保健医療調整本部」

から「保健医療福祉調整本部」に修正 

 災害対策本部地方支部の下で保健医療福祉活動の総合調整を行う組織を「地域保健

医療調整本部」から「地域保健医療福祉調整本部」に修正 

（２）内容精査事項 

 公衆衛生活動については「宮城県災害時公衆衛生活動ガイドライン」（令和５年６月

改定）を参照するよう追記（第２章ｐ１２） 

 被災地で活動する薬剤師業務として被災地の薬局で想定される業務の追記等 

（第２章ｐ１２～１３） 

 地域保健医療福祉調整本部の設置のない保健所支所管内における被災状況報告収集

ルートの追記 

（第３章ｐ１６～１７） 

 医療施設のみならず薬局においても発災後の概ね３日間に使用する量の医薬品等を

確保するよう努める旨の記載の追記及びその他文言修正 

（第４章ｐ１９） 

 必用に応じて医薬品等供給要請がなくとも医療救護所等に医薬品等を供給できる（所

謂「プッシュ型供給」）旨の記載を追記 

（第４章ｐ２２） 

 災害対策基本法施行令・規則の改正による緊急通行車両に係る手続きの変更に伴う記載

内容の変更 

（第４章ｐ２３） 
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 災害時に想定されるコーディネートのポイントを追記 

（第４章ｐ２４ 第５章ｐ２９ 第６章ｐ３０） 

 災害処方箋が発行可能となり得る時期の目安を追記 

（第７章ｐ３１） 

 災害処方箋に係る費用請求時に想定される通知案・実施要領案等を予め掲載 

（第１１章ｐ９９～１０５） 

 

５ その他 

 令和５年３月２９日付け県情文第１２９号総務部長通知に基づき、本文中の「，」から

「、」への修正を踏まえたものとしており、新旧対照表での変更部分の表示については

省略した。 

 宮城県薬事関連災害協定書について、原本の写しではなく内容の掲載とし、新旧対照

表での変更部分の表示については省略した。 

（第１０章ｐ６３～９５） 


